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陳 情 原 文  ２０２１年１１月１３日に閉会したＣＯＰ２６（第２６回気候変動枠

組条約締約国会議）では、温暖化を１．５℃以内に抑えること、そのために各国に

来年末までに目標（ＮＤＣ）を強化することを求める合意文書を採択しました。今

のままでは、２０４０年には１．５℃上昇が起きてしまうと言われています。その

ため、２０３０年までの行動が、２０５０年までの温暖化に大きな影響を及ぼしま

す。 

  江戸川区は気候変動適応計画を策定中であり、その計画の中で２０５０年カーボ

ンマイナスという日本の中でも高い目標を掲げています。カーボンマイナス達成の

ためには、確実に二酸化炭素の排出を削減するための対応策として、再生可能エネ

ルギー導入とエネルギー消費量を減らす省エネルギーの両輪での取組みが早急に必

要となります。 
  再生可能エネルギー導入に関しては、ＣＯ２排出実質ゼロの実現に向けて、使用電

力の再生可能エネルギー１００％への転換を目指し、自治体における再生可能エネ

ルギーの導入促進が求められています。環境省は２０２０年６月に「気候変動時代

に公的機関ができること－「再エネ１００％」への挑戦－」（公的機関のための再

エネ調達実践ガイド）を公表し、自治体での再生可能エネルギー電気の導入を推進

しています。環境省が２０２１年６月に策定した「脱炭素ロードマップ」でも需要

家のＲＥ１００やＲＥ Ａｃｔｉｏｎへの参加が推奨されています。 

  また、省エネルギーについては、環境省・経済産業省・国土交通省・文部科学省

において、「ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）」や「ＺＥＢ（ネット・

ゼロ・エネルギー・ビル）」の導入に向けて大きく動き出しており、さらには「Ｌ

ＣＣＭ（ライフ・サイクル・カーボン・マイナス）」の導入も始まっています。２

０２１年１０月に閣議決定された「地球温暖化対策計画」では、率先して公共建築

物のＺＥＢ化を進めるように推奨されています。 

  建築物の省エネルギー性能の向上はコスト高になるとの誤解もありますが、ラン

ニングコストの低減により長期的にはむしろトータルコストの削減に繋がります。



断熱性の高い建築物においては健康が保たれること、学校の子どもたちの勉強の効

率の向上、企業においては働く人の環境と健康の向上となることが様々な研究で明

らかになっています。さらに、公共施設は災害時の避難所や対応拠点として活用さ

れますが、停電により冷暖房が途絶えた場合においても、断熱性の高い建築により

避難者の命が守られることも実証されております。 
  区自らが、再生可能エネルギーおよび省エネルギー性能向上に積極的に取り組み、

エネルギー自給率をアップすることは、事業者や区民の意識向上、区のイメージア

ップにも繋がります。 

つきましては、貴議会において、一層の気候変動対策に向けた取組みを区長に求

めるよう、下記のとおり陳情いたします。 

 
記 

 
１ 江戸川区有施設において１００％再生可能エネルギー由来の電力調達をするこ 

と。 
 ２ 江戸川区有施設の省エネ断熱性能を向上させること。 

 


